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「第２次広島県再犯防止推進計画」素案に係る 

県議会意見等への対応について 

１　要旨・目的 

「第２次広島県再犯防止推進計画」素案について、県議会（生活福祉保健委員会）におけ

る集中審議、広島県再犯防止推進連絡会議※及び県民意見募集（パブリックコメント）での意

見等を踏まえ、次のとおり対応する。 

　※再犯防止の計画策定や施策推進に向け、庁内関係課、国関係機関、市町（一部）、民間団体で構成 

 

２　意見聴取状況 

（１）県議会（生活福祉保健委員会）における集中審議等 

　　ア　審議年月日　 

　　　　令和８年９月11日（金） 

　　イ　意見と対応方針　　　　 

 

 

 

 

 
環 境 県 民 局 

資 料
Ｎｏ.２

 意見の内容 対応方針 修正頁

 

１

　保護司が安全に活動できるようにす
るには、活動専用の通信機器を貸与す
るなど、保護司と対象者の連絡手段に
係る課題を本計画に記載する必要があ
ること。

　具体的な保護司の活動の環境整備につ
いては、国（保護観察所）が所管してお
り、国へ意見を伝えることとし、計画は
現行どおりとする。

- 

 

２

　広島県保護司会連合会にも十分に意
見を聞き、本計画にその意見を反映さ
れたいこと。

広島県保護司会連合会も構成員となっ
ている再犯防止推進連絡会議（令和８年
８月開催）や保護司会連合会との意見交
換の場を通じて、計画の骨子案や素案に
対する意見等を聴取している。

-

 

３

　刑事施設出所後は、匿名・流動型犯
罪グループや薬物乱用に巻き込まれた
者には適切な治療を、高齢者には要介
護認定を、障害者には障害者認定を受
けさせるなど、医療や福祉サービスに
つなげ、生活のベースを整備すること
が再犯防止において重要であること。

　犯罪・非行をした人の支援については
刑事司法機関及び市町の福祉部局が連携
した地域における息の長い復帰支援の推
進に取り組む。 
　高齢者や障害のある刑事施設出所者に
は、本人の希望を尊重しつつ必要な保健
医療・福祉サービスへつなげ、再犯防止
に取り組む。

-

 

４

　地域定着率について、１割程度の方
が定着できておらず再犯につながるお
それがあることから、刑事施設出所後
のケアを丁寧に実施し、必要な医療や
福祉サービスにつなげられたいこと。

　高齢者や障害のある刑事施設出所者に
は、本人の希望を尊重しつつ、必要な保
健医療・福祉サービスの利用調整を行
い、地域定着率の向上に取り組むとも
に、調整後の対象者やサービス提供者に
対しても助言・再調整等を実施する。

-

 

５

「将来の目指す社会像」を「犯罪・
非行をした人が、社会復帰への意欲を
持ち、地域社会の理解と協力を得て、
将来への希望を持って立ち直りに取り
組むことができ、再び社会を構成する
一員となり、犯罪被害者を生み出さな
い社会。」としているが、覚醒剤取締
法違反者など、犯罪被害者のいない犯
罪もあるので、記載を修正してはどう
か。

「犯罪・非行をした人が、社会復帰へ
の意欲を持ち、地域社会の理解と協力を
得て、将来への希望を持って立ち直りに
取り組み、再び社会を構成する一員とな
ることを支援することで、再犯防止が推
進され、犯罪被害者を生み出さない社
会。」に修正する。 

 
※下線部：計画の記述を修正
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（２）広島県再犯防止推進連絡会議での意見聴取 

　　ア　開催年月日　 

　　　　令和８年８月24日（月） 

　　イ　意見と対応方針　　 

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   

（３）県民意見募集（パブリックコメント） 

　　ア　募集期間　 

　　　　令和８年８月20日（木）から９月24日（木）まで 

　　イ　意見件数 

　　　　１名２件 

　　ウ　意見と対応方針 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　　※御意見のうち、内容については原文を一部要約して掲載しています。なお、計画本文との関連が

把握できなかったものに対する意見については、掲載していません。　　　　 

 

３　意見を踏まえた修正案 

　　説明資料02-2『「第２次広島県再犯防止推進計画～更生支援の推進～」修正案』のとおり

 意見の内容 対応方針 修正頁

 

１

　成果指標の「更生支援について国と
の連携が構築された市町数」の設定理
由について、「保護観察等が終わった
人だけが対象」と読めてしまうため、
「保護観察や更生緊急保護終了後」と
いう限定的な文言は見直した方がよ
い。 
（同様の意見他１件）

　更生支援における国と市町の連携は、
保護観察や更生緊急保護終了後に限らな
いため、限定的な文言となっている「保
護観察や更生緊急保護終了後」について
は、削除する。 
 
※下線部：計画の記述を修正

15

 意見の内容 対応方針
 

１

  更生支援に関する各種事業（社会の
理解促進、住居確保、就労支援、保健
医療・福祉サービスの利用支援、啓発
など）は、税負担で賄われる行政事務
の拡大そのものであり、真に必要な最
低限の支援に予算を集中し、啓発・理
解促進・広報などの大半を廃止・縮小
すること。

　犯罪・非行をした人の中には、高齢、障
害、貧困等に加え、受刑による社会との隔絶
も重なるなど、様々な生活上の困難、生きづ
らさを抱えている人も少なくなく、社会復帰
支援や更生支援への関心や理解を深めること
を県民全体に広げることも重要と考えており
ます。 

なお、予算については、議会の議決を経
て、必要額を整理してまいります。

 

２

  犯罪・非行をした人の社会復帰支援
を進めるあまり、被害者や一般県民の
不安・負担を軽視しないこと。

県民の安全・安心な暮らしにつながる犯罪
防止や犯罪被害者支援については、引き続
き、今年度策定した総合計画「安心▷誇り▷挑
戦　ひろしまビジョン」に基づき着実に推進
してまいります。


